
北海道告示第10435号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和３年３月18日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その36）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 社会福祉施設整備事業 １ 次に掲げる経費については、補 保福第１の18号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

(老人福祉施設等の整備 助対象としないものとする。 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

は除く。) (1) 土地の買収又は整地に要する 保福第３号様式 保福第４号様式 る日

障害者の日常生活及び 経費 保福第５号様式 保福第６号様式 提 出 先 総合振興局

社会生活を総合的に支援 (2) 既存建物の買収(既存建物を 別に指示する様式 別に指示する様式 又は振興局

するための法律（平成17 買収することが建物を新築する の保健環境

年法律第123号。以下「障 ことより、効率的であると認め 部社会福祉

害者総合支援法」とい られる場合における当該建物の 課

う。）、児童福祉法（昭 買収を除く。)に要する経費

和22年法律第124号）、 (3) 職員の宿舎に要する経費

生活保護法（昭和25年法 (4) 児童厚生施設等整備事業に係

律第144号）及び社会福 る門、囲障、構内の雨水排水設

祉法（昭和26年法律第45 備及び構内通路等の外構整備に

号）に基づく社会福祉施 要する経費

設等の整備を行うことに (5) その他整備費として適当と認

より、社会福祉施設入所 められない経費

者等の福祉向上を図るた

め、予算の範囲内におい

て補助する。

(1) 障害者総合支援法等 社会福祉法人等 １ 本体工事費 ４分の３以内

に基づく施設の整備 施設の整備（施設の整備と一体

的に整備するものであって、知事 （寄附金その他

が必要と認めた整備を含む。）に の収入金がある

必要な工事費又は工事請負費及び ときは、補助金



工事事務費（工事施工のため直接 等の額の算定に

必要な事務に要する費用であっ 当たり、当該寄

て、旅費、消耗品費、通信運搬費、附金その他の収

印刷製本費及び設計監督料等をい 入金の控除等を

い、その額は、工事費又は工事請 行う。）

負費の2.6％に相当する額を限度

とする。以下同じ。）。

ただし、別の負担（補助）金又

は本欄の他の工事費において別途

補助対象とする費用を除き（以下

同じ）、工事費又は工事請負費に

は、これと同等と認められる委託

費、分担金及び適当と認められる

購入費等を含む（以下同じ。）。

２ 解体撤去工事費及び仮設施設整

備工事費

解体撤去に必要な工事費又は工

事請負費及び仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は工事請負費

(2) 児童厚生施設等の整 １ 本体工事費

備 施設の整備(施設の整備と一体

的に整備するものであって、知事

が必要と認めた整備を含む。)に

必要な工事費又は工事請負費及び

工事事務費。（工事施工のため直

接必要な事務に要する費用であっ

て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をい

い、その額は、工事費又は工事請

負費の2.6％に相当する額を限度

とする。以下同じ。）

ただし、別の負担（補助）金又

は本欄の他の工事費において別途

補助対象とする費用を除き（以下

同じ）、工事費又は工事請負費に



は、これと同等と認められる委託

費、分担金及び適当と認められる

購入費等を含む（以下同じ。）。

２ 解体撤去工事費

解体撤去に必要な工事費又は工

事請負費

ア 小型児童館、児童 市町村（札幌市、 ３分の１以内

センター 旭川市及び函館市

を除く。） (寄附金その他

の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

イ 放課後児童クラブ 市町村 ６分の１以内

（市町村が、こ

の補助金を財源

の一部として、

児童福祉法第６

条の３第２項の

規定に基づき、

社会福祉法人が

行う放課後児童

クラブの整備に

対して補助を行

う場合。

８分の１以内)

(寄附金その他

の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収



入金の控除等を

行う。）

ウ 病児保育施設 市町村 ３分の１以内

（市町村が、こ

の補助金を財源

の一部として、

児童福祉法第６

条の３第13項の

規定に基づき、

社会福祉法人、

学校法人及び医

療法人が行う病

児保育施設の整

備に対して補助

を行う場合。

10分の３以内）

(寄附金その他

の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。ただし、

市町村が市町村

以外の者が行う

施設の整備に対

して補助を行う

場合、その整備

の費用のための

寄附金があると

きは、その寄附

金の額は控除し

ない。）

(3) 児童福祉施設等の整 社会福祉法人 １ 本体工事費 ４分の３以内



備 施設の整備(施設の整備と一体

的に整備するものであって、知事 （寄附金その他

が必要と認めた整備を含む。)に の収入金がある

必要な工事費又は工事請負費及び ときは、補助金

工事事務費（工事施工のため直接 等の額の算定に

必要な事務に要する費用であっ 当たり、当該寄

て、旅費、消耗品費、通信運搬費、附金その他の収

印刷製本費及び設計監督料等をい 入金の控除等を

い、その額は、工事費又は工事請 行う。）

負費の2.6％に相当する額を限度

とする。以下同じ。）

ただし、別の負担（補助）金又

は本欄の他の工事費において別途

補助対象とする費用を除き、工事

費又は工事請負費には、これと同

等と認められる委託費、分担金及

び適当と認められる購入費等を含

む（以下同じ。）

２ 解体撤去工事費及び仮設施設整

備工事費

解体撤去に必要な工事費又は工

事請負費及び仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は工事請負費

２ 特別支援学校等の臨時 市町村 特別支援学校等の臨時休業に伴う ４分の３以内 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長 実績報告は

休業に伴う放課後等デイ 放課後等デイサービス支援事業の実 保福第１の16号様式 提出期限 別に指示 又は振興局長 要しない。

サービス支援事業 施に必要な扶助費、負担金、補助金、(寄附金その他 保福第１の31号様式 する日

新型コロナウイルスの 助成金、交付金 の収入額がある 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

感染拡大防止のための小 ときは、補助金 又は振興局

学校・中学校・高等学校 等の額の算定に の保健環境

・特別支援学校への臨時 当たり、当該寄 部社会福祉

休業に伴い、保護者が仕 附金その他の収 課

事を休めない場合に自宅 入額の控除等を

等で１人で過ごすことが 行う。)

できない児童がいる世帯

において放課後等デイサ

ービスの利用が増加する



ことが考えられることか

ら、利用の増加による利

用者負担の増加につい

て、予算の範囲内で補助

する。

３ 北海道保育対策総合支 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

援事業費補助金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

地域の実情に応じた多 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

様な保育需要に対応する 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

ため、保育の受け皿及び 別に指示する様式 又は振興局

保育の担い手となる保育 の保健環境

人材の確保に必要な措置 部社会福祉

を講ずることで、待機児 課

童の解消を図り、子ども

を安心して育てることが

できる環境を整備するた

め、予算の範囲内で交付

する。

(1) 保育体制強化事業 市町村（札幌市、 保育体制強化事業を実施するため ４分の１以内

旭川市、函館市を に必要な報酬、給料、職員手当等、

含む。） 賃金、報償費、旅費、共済費、役務 （寄附金その他

費、委託料、使用料及び賃借料 の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(2) 認可外保育施設の衛 市町村（札幌市、 認可外保育施設の衛生・安全対策 ３分の２以内

生・安全対策事業 旭川市、函館市を 事業を実施するために必要な賃金、

除く。） 報償費、旅費、需用費（消耗品費、 （寄附金その他

印刷製本費）、役務費（通信運搬費、 の収入金がある

手数料）、委託料、使用料及び貸借 ときは、補助金

料、負担金、補助及び交付金 等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収



入金の控除等を

行う。）

(3) 医療的ケア児保育支 市町村（札幌市、 医療的ケア児保育支援モデル事業 ４分の３以内

援モデル事業 旭川市、函館市を を実施するために必要な報酬、給料、

除く。） 職員手当等、賃金、共済費、報償費、 （寄附金その他

旅費、需用費（消耗品費、会議費、 の収入金がある

印刷製本費）、役務費（通信運搬費）、ときは、補助金

委託料、使用料及び賃借料、備品購 等の額の算定に

入費、補助金及び交付金 当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(4) 放課後居場所緊急対 市町村（札幌市、 放課後居場所緊急対策事業を実施 ３分の１以内

策事業 旭川市、函館市を するために必要な報酬、給料、職員

含む。） 手当等、共済費、報償費、旅費、需 （寄附金その他

用費（消耗品費、印刷製本費、光熱 の収入金がある

水費）、役務費（通信運搬費）、委 ときは、補助金

託料、使用料及び賃借料、工事請負 等の額の算定に

費、原材料費、備品購入費 当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(5) 認可化移行のための 市町村（札幌市、 認可化移行のための助言指導・移 ４分の１以内

助言指導・移転費等支 旭川市、函館市を 転費等支援事業を実施するために必

援事業 含む。） 要な報酬、給料、職員手当等、報償 （寄附金その他

費、旅費、工事請負費、需用費（消 の収入金がある

耗品費、食糧費、燃料費、印刷製本 ときは、補助金

費、光熱水費及び修繕料）、役務費 等の額の算定に

（通信運搬費、手数料、広告料）、 当たり、当該寄

委託料、使用料及び賃貸料、備品購 附金その他の収

入費 入金の控除等を

行う。）

(6) 保育環境改善等事業 市町村（札幌市、 保育環境改善等事業を実施するた ３分の２以内

（安全対策事業、緊急 旭川市、函館市を めに必要な工事請負費、原材料費、

一時預かり推進事業、 除く。） 需用費（燃料費、印刷製本費、光熱 （寄附金その他



放課後児童クラブ閉所 水費及び修繕料）、役務費（通信運 の収入金がある

時間帯における乳幼児 搬費、手数料）、委託料、使用料及 ときは、補助金

受入れ支援事業を除 び賃貸料（敷金を除く。）、備品購 等の額の算定に

く。） 入費、負担金、補助及び交付金 当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）


